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心理教育的アプローチに対する教育現場の実態とニーズ

岡﨑　由美子※ 1　 安藤　美華代※ 2

要旨：小中学生の不登校・いじめ・暴力行為などの問題行動は，学業や友人関係と関連していることが報告され

ており，それらに対する対策として心理教育的アプローチの重要性が認識されつつある。そこで本研究では，学

校における児童生徒の能力や特性の実態を理解するとともに，心理教育的アプローチの現状と課題を検討するこ

とを目的とした。小学校教員 489 名，中学校教員 387 名を対象に，教員から見た学校生活で不足している児童生

徒の能力や特性，心理教育的アプローチの実施状況について調査を行った。その結果，小中学校教員の半数以上

が自己コントロールや対人関係に関する力が，児童生徒に不足していると感じていた。心理教育的アプローチに

ついては，必要性を認識しているものの，実施するための時間的，人的，資源的な課題や，教育の機会に関する

課題があることが示された。今後は，研修や専門家との連携などを進めていくことが必要であると考えられた。

キーワード：児童生徒　心理教育的アプローチ　ニーズ　教育現場　教員

※ 1 岡﨑由美子（倉敷市立倉敷東小学校）

※ 2 安藤美華代（岡山大学大学院教育学研究科）

Ⅰ . はじめに
　近年，社会環境や生活習慣の乱れなどにより，子ど

も達のライフスタイルが変化し，心身の多彩な訴え

が報告されている。文部科学省（2010）の調査によ

れば、平成 22 年度の長期欠席者のうち「不登校」を

理由とする児童生徒数は、小学校 21,675 名（0.32%），

中学校 93,296 名（2.74%），計 114,971 名（1.14%）

となっており，学年が上がるにつれて増加傾向にあ

る。また小中学生のいじめについては減少傾向を示

しているものの，暴力行為の発生件数は、小学校 6,484 
件（前年度より 1,270 件増加）、中学校 42,754 件（前

年度より 5,951 件増加）と増加を示している。小中

学生の不登校・いじめ・暴力行為などの問題行動は，

学業や友人関係に関連していることが報告されてお

り（安藤，2007; 長根，1991），それらに対する対策

が重要な課題と考えられる。

　このような現状に対して学校現場では，問題を解

決したり，未然に防いだりする取組をしながら，子

ども達の学校生活への適応やよりよい人格の向上に

努めている。さらに複雑化する状況に対応するため

に，人間関係を養ったり心の発達をより促進すること

をねらいとして，ストレスマネジメント教育やアサー

ショントレーニングといった心理教育的アプローチ

が新たに展開されてきている（文部科学省，2010）。
　この新たな取組に関する学校現場での実践は，徐々

に報告されてきている。なかでも，小中学生を対象に，

自己洞察ならびに問題への対処解決および社会的ス

キルといった技法を用いて感情面，認知面，行動面

に働きかけることで，社会的適応を育み，心理・行

動上の問題を予防する心理教育的アプローチ“サク

セスフル・セルフ”プログラムを用いた実践研究では，

この実践の前後において，学校社会適応，自己コン

トロール，問題行動の誘いを断る自己効力感，社会性，

対人関係の自己効力感の向上，いじめなどの攻撃行

動を行った経験やいじめを受けた経験といった問題

行動の減少，うつ気分など情緒の安定が示されてい

る（安藤，2008，2010 等）。

　このような結果を参考にしながらも，子どもの心

の健康な発達を育んでいくには，学校における心理

教育的アプローチの適応や有効性について，さらに

検討を重ねていく必要がある。

　そこで本研究では，学校における児童生徒の能力

や特性の実態を理解し，心理教育的アプローチの現

状と課題について検討することを目的とした。

　なお，本研究では，「心理教育的アプローチ」とは，

ストレスマネジメント，自己主張トレーニング，問

題解決法などを用いて，いじめ・攻撃行動やうつな

どの情緒的問題を予防し，心の健康を育むことを目

的として行われている予防教育のことと定義した。

【研究論文】
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Ⅱ . 方　　法
1. 対象
　人口約 48 万人の中国地方 A 市の全公立小学校 63
校（教員 1,414 名），；中学校 26 校（教員 900 名）に

おいて，地域に偏りがないように配慮して，小学校

23 校（教員 567 名），中学校 9 校（教員 387 名）を

対象とした（小学校 36.5%，小学校教員 40.0%；中

学校 34.0%，中学校教員 43.0%）。そのうち回答が得

られた小学校教員 489 名（86.2%），中学校教員 304
名（78.6%）を有効回答とした。

　その内訳は，表 1 に示す。

　調査時期は，平成 22 年 1 月 に行った。

2. 調査方法
　調査とその内容に理解と協力を得るために，A 市の

全学校長代表から 6 地区の各地区代表校長に許可を

得，調査対象の小中学校を選定した。その後，対象

となった小中学校の教員に対して，調査票の配布と

合わせて書面で調査の目的および実施方法，プライ

バシーの保護などについての説明を行った。

3. 調査内容
① 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の

能力・特性

　適応や問題行動と関連が報告されている「集中力」

「共感性」「落ち着き」「攻撃性・衝動性のコントロール」

「優しさ」「積極性」「自己理解」「他者理解」「団結力」

「明るさ」「勤勉さ」「適切な自己主張」「譲り合い」「悪

い誘いを断る自信」「コミュニケーション能力」「問題

解決力」「ストレス対処」「社会性」「自己肯定感」といっ

た 19 の能力・特性（安藤，2007; 芳我ら 2005）につ

いて，其々どの程度，児童・生徒に不足していると思

うかを尋ねた。回答は，0=「まったく思わない」，1=
「あまり思わない」，2=「どちらともいえない」，3=「少

し思う」，4=「とても思う」　の 5 件法とした。

② 心理教育的アプローチの必要性

　心理教育的アプローチの必要性をどの程度感じて

いるかについて 1=「まったく思わない」，2=「あま

り思わない」，3=「どちらともいえない」，4=「少し

思う」5=「非常に思う」 の 5 件法で尋ねた。

③ 心理教育的アプローチの実践経験

　現在またはこれまでに心理教育的アプローチを

行っているかについて，「 はい」，「いいえ」の 2 件法

で尋ねた。

④ 心理教育的プローチの実践者

　心理教育的アプローチの実践を行っている教員の

学校での役割について，「学級担任」「養護教諭」「生

徒指導・教育相談担当」「その他」 の中から，複数回

答可として選択してもらった。

⑤ 心理教育的アプローチを行う時間

　心理教育的アプローチを行っている時間について，

「学級活動」「道徳」「教科（何の）」「その他」の中から，

複数回答可として選択してもらった。

⑥ 実践している心理教育的アプローチ

　実践している心理教育的アプローチの内容につい

て，「ストレスマネジメント」「自己主張トレーニング」

「問題解決法」「その他」 の中から，複数回答可として

選択してもらった。

⑦ 心理教育的アプローチの実践方法

　心理教育的アプローチの実践方法について， 「教育

課程の中で計画的に行っている」「必要を感じた時に

行っている」「学年単位で行っている」「学級単位で

行っている」「その他」の中から，複数回答可として

選択してもらった。

⑧ 心理教育的アプローチを実践する際に必要な支援

　勤務校で心理教育的アプローチを実践する場合ど

のような支援があれば実践してみようと思うかにつ

いて，「専門家（研究者）」「専門家（研究者）の派遣」

「実践に向けての研修」「その他」 の中から，複数回答

可として選択としてもらった。さらに，自由記述を

求めた。

⑨ 心理教育的アプローチ実施に関する課題

　教育現場で心理教育的アプローチを実施する上で

の課題について，自由記述を求めた。

4. 分析方法
　教員から見た児童生徒に不足している能力・特性及

び心理教育的アプローチの実態を把握するため，小

学校教員，中学校教員別々に，各質問に対する回答

の割合を算出した。なお，心理教育的アプローチの

実施に関しては，実施経験があると回答した教員の

みを分析の対象とした。

　自由記述による回答については KJ 法（川喜多，

1997/2006）を用いて内容分析を行った。
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Ⅲ . 結　　果
1. 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の
能力・特性の程度
　50% 以上の小中学校教員が不足していると思う子

どもの能力・特性は，小学生では「集中力」「落ち着

き」「攻撃性・衝動性のコントロール」「他者理解」「適

切な自己主張」「悪い誘いを断る自信」「コミュニケー

ション能力」「問題解決力」「社会性」の 9 項目であっ

た（図 1）。
　中学生では，さらに「共感性」「自己理解」「譲り合い」

「勤勉さ」「ストレス対処」が加わった（図 2）。
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2. 心理教育的アプローチの必要性
　心理教育的アプローチの必要性については，小学

校教員の 83.0%，中学校教員の 73.0% が必要だと感

じていた（図 3）。

3. 心理教育的アプローチの実践経験
　心理教育的アプローチを実施しているのは，小学

校教員の 28.0%，中学校教員の 23.4% であった（図 4）。

4. 心理教育的アプローチの実践者
　心理教育的アプローチの経験は，担任が多く，小

学校教員で 81.8%，中学校教員で 74.6% であった。

5. 心理教育的アプローチを行う時間
　心理教育的アプローチの経験教員が活用している

時間は，学級活動が最も多く，小学校教員で 68.6%，

中学校教員で 50.7%，次いで道徳であった（図 5）。

6. 実践している心理教育的アプローチ
　心理教育的アプローチの経験教員が行っているア

プローチの内容は，問題解決法が最も多く，小学校

教員で 65.0%，中学校教員で 53.5% であった。次いで，

自己主張トレーニング，ストレスマネジメントであっ

た（図 6）。

7. 心理教育的アプローチの実践方法
　心理教育的アプローチの経験教員が行っている心

理教育的アプローチの実践方法は，「必要に応じて

行っている」が最も多く，小学校教員で 79.6%，中学

校教員で 71.8% であった。「教育課程の中で行ってい

る」のは，小学校教員で 8.8%，中学校教員で 11.3%
であった。また中学校教員では，22.5% が学年や学

級単位で行っていたが，小学校教員では 3.8% と少な

かった（図 7）。

8. 心理教育的アプローチを実践する際に必要な支援
　心理教育的アプローチの実施に向けて必要な支援

としては，「研修」が最も多く，小学校教員で 53.3%，

中学校教員で 52.9% であった（図 8）。
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　心理教育的アプローチを実施する際の必要な支援

について自由記述を求めたところ，小学校教員で 16，
中学校教員で 20 の具体的な記述が見られた（表 2）（表

3）。

　具体的な記述内容について質的分析を行ったとこ

ろ，小学校中学校教員に共通して「時間」「資源」「授

業の方法」の 3 つのカテゴリが抽出された。

　「時間」については，「時間があれば」「時間がとれ

ない」といった「時間の確保」に関する内容の具体

的な記述がみられた。

　「資源」については，「道具や書籍の充実」「使いや

すい教材」といった「教材の充実」に関する内容の

具体的な記述がみられた。

　「授業の方法」については，「T.T で行う」といった「授

業の支援」に関する内容の具体的な記述，「学校全体

で継続する」といった「取り組み方」に関する具体

的な記述がみられた。

9. 心理教育的アプローチ実施に関する課題
　教育現場で心理教育的アプローチを実施する上で

の課題について自由記述を求めたところ，小学校教

員で 174，中学校教員で 128 の具体的な記述が見ら

れた（表 3）（表 4）。
　具体的な記述内容について質的分析を行ったとこ

ろ，小学校教員で 12 のカテゴリ（図 10），中学校教

員で 11 のカテゴリ（図 11）が抽出され，小中学校に

共通して「実施にむけての課題」「心理教育的アプロー

チへの理解」「心理教育的アプローチの必要性」「心

理教育的アプローチのあり方」「現在の子どもの状況」

「今までの取組み方」「実施への意欲」「保護者の問題」

「専門家の関わり方」「アプローチの内容」の 10 のカ

テゴリが抽出された。

　小中学校教員に共通して，「実施にむけての課題」

では，「時間がとれない」「教育課程の中で実施する」

といった「時間のとり方」に関する内容の具体的記述，

「研修が必要」「研修を増やす」といった「研修の実

施」に関する内容の具体的記述，「教員間の意識の差」

「教員同士の理解」といった「教員の問題」に関する

内容の具体的記述，「アプローチの目指す方向とニー

ズとの折り合い」「全体的な取組として実施する」と

いった「体制作り」に関する内容の具体的記述，「資料」
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「関係図書の充実」といった「資源の準備」に関する

内容の具体的な記述がみられた。

　「心理教育的アプローチへの理解」では，「不勉強

でよくわからない」「具体的にどのようなことをする

のかわからない」といった「よくわからない」に関

する内容の具体的記述，「したらよい結果になりそう」

「やらなければならないことだと思う」と言った「理

解の内容」に関する内容の具体的記述がみられた。

　「心理教育的アプローチの必要性」では，「必要を感

じる」「大切なこと」といった「必要を感じる」に関

する内容の具体的記述が多くみられたが，僅かに「ピ

ンとこない」「本当に必要か疑問」といった「必要を

感じない」に関する内容の具体的記述がみられた。

　「心理教育的アプローチのあり方」では，「教育課

程の中で系統的に行う」「教育課程の中で組織的に行

う」といった「位置づけ」に関する内容の具体的記

述がみられた。

　「現在の子どもの状況」では，「年々児童への指導

が困難になっている」「以前から子どもの実態が変化

している」といった「子どもの実態」に関する具体

的記述がみられた。

　「今までの取り組み方」では，「個人で本を購入し

て見よう見まねで行っている」「自己流でしか行えて

いない」といった「自分なりの実践」に関する内容

の具体的記述がみられた。

　「実施への意欲」では，「研修を受けたい」「勉強し

たい」といった「研修を受けたい」に関する内容の

具体的記述，「子どものためになるならやってみたい」

「学校で取り組みたい」といった「取り組みたい」に

関する内容の具体的な記述がみられた。

　「保護者の問題」では，「保護者への働きかけが必要」

「親の考え方を教育することが必要である」といった

「保護者への教育」に関する内容の具体的記述がみら

れた。

　「専門家の関わり方」では，「専門家の派遣」「専門

家の目と手を借りたい」といった「派遣」に関する

内容の具体的記述，「専門家と実践をつなぐ橋渡しが

必要」「専門家との連携」といった「連携」に関する

内容の具体的記述がみられた。

　「アプローチの内容」では，「具体例や対処法」「表

現する力やそのスキルを伝えてほしい」といった「教

える内容」に関する内容の具体的記述がみられた。
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Ⅳ . 考　　察
1. 教員から見た学校生活で不足している児童生徒の
能力・特性について
　心理教育的アプローチの実践に際しては，学級集

団やそれぞれ児童の実態を把握した上での適切な実

施が必要である（岡沢 2008）。また，学級の荒れにつ

ながるような子ども達の変化の原因を追跡するには，

教師の目に映る子どもの変化を挙げることが必要で

あると報告されている（増山，2007）。調査対象者

の 30% にコミュニケーション能力，表現力といった

能力・特性が不足しているとして，これらへの一次

予防の必要性を提言している研究報告がある（鈴木

ら，2002）。本研究の調査では，他者理解，問題解決

力，コミュニケーション能力　といった能力・特性は，

50% を超えており，これらの力を育む，一次予防と

して心理教育的アプローチの必要性が示唆された。

　不登校やいじめの起こる要因として多いのは，友

だちとのもめごとなどの対人関係の問題である（文

部科学省，2005）。本研究では，対人関係に関わる「他

者理解」「適切な自己主張」「悪い誘いを断る自信」「問

題解決力」「社会性」，自己コントロール関わる「攻

撃性・衝動性のコントロール」「ストレス対処」につ

いて，子ども達に不足していると現場の教員が捉え

ていることが示された。また，学級集団としてまと

まるのに必要とされている「共感性」「他者理解」に

ついては（芳我・井原ほか，2005），本研究では，小

学校教員よりも中学校教員の方が不足していると感

じている割合が高く，小学生の時期からの予防的ア

プローチの必要性が示唆された。

2. 心理教育的アプローチに対する現場のニーズにつ
いて
　小中学校の教員が心理教育的アプローチを実施し

ようとする際の支援のニーズとして最も高かったの

は研修であり，小学校教員 53.3%，中学校教員 52.9%
とどちらも 50% 以上であった。

　小学校中学校とも実施にむけての課題として「時

間がとれない」「アプローチがどんなものかよくわか

らない」「研修が必要」が挙げられていた。心理教育

的という言葉そのものがまだ教育現場に浸透してい

ないことが推測された。

　その結果，「時間的なゆとりがない」といった「時

間的課題」，「だれがアプローチを実施するか」「専門

家とどう連携するか不明」といった「人的課題」， 「実

施のために必要な資源が不足している」といった「資

源的課題」，「児童生徒のどの部分にアプローチする

か」「研修の不足」といった「教育の機会に関する課題」

の 4 つに分類されると考えられた。

　「時間的課題」について，教員は，日々の多忙さか

ら「心理教育的アプローチ」を取り入れるだけの時

間が生み出せない現状があり，教育課程の中で明確

に位置づけ，時間を確保し，計画に沿って実践しや

すい確立されたカリキュラムを提示すると実施しや

すいと考えられた。 
　「人的課題」について ，「担任」が「学級活動」の

時間を活用して実践しているのが現状と示唆された。

担任の負担を考慮すると，十分に研修を積んだ教員

やスクールカウンセラーなどが主で授業を行い，児

童生徒をよく理解している担任が授業のサポートを

し，授業後も児童生徒に授業内容をフォローアップ

するといった，複数の教員などが連携した授業形態

も必要な場合があると考えられた。 
　「資源的課題」については ，実践している学校がま

だ少ない現状であり，目でみてすぐ理解できるよう

な資料，また授業の中ですぐに使える資料等の整備

が必要だと考えられた。 
　「教育の機会に関する課題」については，心理教育

的アプローチのことが理解されていない教員の割合

が多いと考えられた。 したがって，アプローチに取

り組む教員の理解や能力に合わせた研修や専門家か

らの研修といった支援が必要であると考えられた。ま

たアプローチの対象を客観的に捉えることが習慣化

していないためこのことを教員が理解することが重

要でありそのための研修や専門家からの支援も必要

であると示唆された。

　課題を解決する手立てとしては学校内での体制づ

くりや教職員の研修のみならず，学校外からの専門

家の派遣や連携行政機関からの予算立てや指導が必

要であると考えられた。

Ⅴ . まとめ
　教員から見た小中学校の児童生徒に不足している

能力や特性は，自己コントロールや対人関係に関す

るものであった。児童生徒の実態から，小学校から

一次予防としての心理教育的アプローチの必要性が

示唆された。

　小中学校の教員は，心理教育的アプローチの必要性

を認識はしているが，実施するための，時間的，人的，

資源的な課題や，教育の機会に関する課題があるこ

とが示された。

　今後は，これらの課題を解決するための手立てと
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して，研修や専門家との連携などを進めていくこと

が必要であると考えられた。
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